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おわりに
はじめに
都市計画決定自体を訴訟において争うことについては、従来から行政
事件訴訟法の処分性の議論において論じられてきた。近年、行訴法の改
正による当事者訴訟としての確認訴訟の法定や、いわゆる青写真判決を
覆す最高裁判決などのために、都市計画訴訟についての入り口の訴訟要
件の問題について議論が動く環境になってきた。それとともに、都市計
画決定の争訟?について、入り口問題に限られない、多様な利害が関わる
?
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都市計画特有の問題についても今後検討が必要になってくるであろう。
イギリス?においては従前から都市計画争訟制度が設けられ、事前手
続と結びついた争訟制度の下で、利害調整と裁判所による統制が行われ
てきた。イギリスの制度において、多様な利害の利害調整を、公正さや
民主的正統性とのバランスの下でどのように図っているのかを検討する
ことで、日本法における今後の計画争訟制度に向けての議論に寄与する
ことが本稿の目的である。
それゆえ本稿では、?にて、都市計画に特有の性質から争訟制度を検
討する際に問題となる論点について、これまでの日本の議論から導き出
す。その上で、?において、それらの論点についてイギリスの法制度が
どのように対応しているのかを検討してゆくこととする。
Ⅰ 日本における都市計画争訟制度の議論
１ これまでの議論の状況
日本における都市計画争訟制度の構想は、行政手続法制定以前の1984
年に出された行政手続法研究会の報告書に見られる。そこでは、土地利
用規制計画の策定と公共事業実施計画の確定の手続についての規定を手
続法の中に組み込む案が提示されていた。そのコメントでは、「計画を事
前手続、争訟手続を含めていかにコントロールするかは、今日重要な課
題となっている」として、行政手続法において事前手続を定め、「争訟手
続についても特別の定めを設ける必要がある」と述べられている。計画
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? 本稿において「争訟」と言う場合には、裁判所に提訴する訴訟と審判庁に申立て
る審査請求（不服申立）の双方を指している。
? 英国（United Kingdom of Great Britain and North Ireland）の法制度はイン
グランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドである程度異なっている。
都市計画分野においては、前２者についてはほとんど共通する制度であったが、
ウェールズカウンシルに都市計画の権限が委譲されたこともあり、少しずつイング
ランドと異なる制度になってきている。それゆえ、本稿において「イギリス」と言
う場合にはイングランドのみを指すこととするが、本稿で論じられることの多くの
部分はウェールズにも当てはまる。
?
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についての事前手続を充実させ争訟手続を定めることは、単に関係者の
権利保障に資するのみではなく、計画の効力の早期確定による法的安定
性を図ることにもつながるとされた?。しかし、こうした計画策定等の手
続については行政手続法には規定されていないままである。
その後、包括的な都市計画争訟の検討はなされていないが、近年の争
訟制度の見直しの中で度々議論されている。行政事件訴訟法の改正に際
しては、行政計画についての司法審査の可能性が模索された。しかし、
行政計画が極めて多様でありその法的効果も様々であるため、個別具体
的に検討することが必要とされ、行訴法に規定することは見送られた。
また、計画策定手続等の整備とともに、策定の際の目標、考慮事項につ
いての規定の重要性、新たな差止訴訟や確認訴訟の活用等も含めて今後
の検討課題とされた?。
さらに、昨今の行政不服審査法の改正議論においても、行政不服審査
制度検討会は多様な行政計画について一般法での規定は困難で個別法に
おける検討が必要であるとされ、今回の改正においては盛り込まれず、
実際に改正法案にも規定されていない?。
判例においては、都市計画の決定又は変更（以下、「都市計画決定等」
とする）を訴訟において争うことは、事業計画については（例外はある
が）青写真判決と呼ばれる最判昭和41年２月23日（判時436号14頁）
において、土地利用計画については用途地域に関する最判昭和57年４月
22日（民集36巻４号705頁）において否定されてきた?。
? 行政手続法研究会「行政手続法制定への提案―?法律要綱（案）」ジュリスト810
号（1984年）42-58頁。
? 行政訴訟検討会『行政訴訟検討会最終まとめ―?検討の経過と結果―?参考資料
９：行政計画の司法審査』（2004年）。
? 行政不服審査制度検討会『行政不服審査制度検討会 最終報告―?行政不服審査
法及び行政手続法改正要綱案の骨子―?』（2007年）。
? その背景にとしては、古典的な行政処分を念頭におく現行の行政訴訟制度と、都
市計画訴訟の持つ特殊性（法的安定性の要請、合一的処理の要請、利害調整の要請、
計画化の要請、計画変更の要請等）との不整合といった点が指摘されている。久保
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しかし先ごろ、土地区画整理事業の事業計画の決定について、従来の
青写真判決の判例変更をする最高裁判決が出された?。最高裁は、当該「事
業計画が決定されると、当該土地区画整理事業の施行によって施工地区
内の宅地所有者等の権利にいかなる影響が及ぶかについて、一定限度で
具体的に予測することが可能になる」こことともに、建築行為等の制限
が及び、換地処分を受けるべき地位に立たされるという点を挙げて、施
工地区内の宅地所有者等の法的地位に変動をもたらすとして、事業計画
の決定について処分性を認めた。この最高裁判決により事業計画決定を
取消訴訟で争う途がより開かれることになったが、これに絡んで後行処
分での先行計画決定の違法性主張や排除効といった問題も、各裁判官の
補足意見の中で表されている（近藤崇晴裁判官、藤田宙靖裁判官による
補足意見）。また、計画の事前手続が充全ではない現行制度における行政
計画についての司法的救済の限界も示された（藤田宙靖裁判官の補足意
見)?。
学説においては、これまでの青写真判決を中心とした最高裁判例に対
する批判とともに、抗告訴訟により争う道を模索する試みがなされてき
た?。それと平行して抗告訴訟以外の争訟の途についての検討もなされ、
古くは行政手続を行政争訟に位置づける考え方があり??、近年では行訴
法の改正を機に確認訴訟の利用??といった主張もなされている。また、計
茂樹「都市計画と行政訴訟」芝池義一ら編著『まちづくり・環境行政の法的課題』
（日本評論社、2007年）85頁。参照、藤田宙靖『行政法?（第４版改訂版）』（青林
書院、2005年）323頁。
? 最大判平成20年９月10日平成17（行ヒ）397。
? 行政計画一般について訴訟で争うことの困難性については、目標設定性に対応す
る先行性、手段総合性に対応する多元的利益衡量性が指摘されている。西谷剛『実
定行政計画法：プランニングと法』（有斐閣、2003年）275頁。
? 芝池義一「抗告訴訟の可能性」自治研究80巻６号（2004年）３-15頁など、多く
の文献がある。
?? 雄川一郎「行政救済制度」同『行政争訟の理論』（有斐閣、1986年）33-82頁。
?? 確認訴訟の利用は暫定的にとの留保付きではあるが、中川丈久「行政訴訟として
の『確認訴訟』の可能性」民商法雑誌130巻６号（2004年）996頁。同旨、安本典
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画争訟が盛んなフランスやドイツの都市計画争訟制度の検討も行われて
きた??。地裁の裁判例においても、傍論において立法による争訟手段の新
設の必要性を指摘するものもある??。
さらに近年、こうした行政計画についての現行法の下での救済の限界
や個別法での立法的解決の検討の必要性を受けて、財団法人都市計画協
会の自主研究として西谷剛座長の下で都市計画争訟研究報告書（以下、
「西谷報告書」とする）が2006年に出された。ここでは、都市計画決定
等を取消訴訟の対象とした場合などのオプションを検討した上で、裁決
主義に基づく不服審査によって争う制度、つまり事後手続（計画策定後）
において専門的機関による不服審査といった制度が構想されている??。
以上のように、様々な機会において行政計画（特に、都市計画）につ
いての争訟について検討されてきているが、いずれにおいても共通して
いるのは、裁判所による紛争解決の限界と事前手続・不服審査手続にお
ける利害調整の重要性であろう。それゆえここでは、（事前事後を問わず）
行政による手続での利害調整と裁判所による統制のあり方という観点か
ら、都市計画決定を争訟で争う制度を構想する際に検討されるべき争点
を摘示することで、後のイギリス法のおける争訟制度との比較における
視点を定めることとする。
夫『都市法概説』（法律文化社、2008年）284頁、越智敏裕「まちづくり紛争におけ
る行政訴訟の可能性」法律のひろば57巻10号（2004年）31-39頁。
?? 久保茂樹「土地利用計画に対する裁判統制―?フランスのPOS訴訟について」青
山法学論集37巻３・４号（1996年）1-60頁、見上崇洋「フランスの行政計画の取
消訴訟と裁量統制」同『行政計画の法的統制』（新山社、1996年）249-325頁、佐藤
岩夫「都市計画をめぐる住民参加と司法審査」原田純孝、大村謙二郎編『現代都市
法の新展開：持続可能な都市発展と住民参加』（2004年、東京大学社会科学研究所）
81-100頁など。
?? いわゆる、あきる野 IC訴訟の東京地裁判決である。東京地判平成16年４月22日
判例時報1856号32頁。
??「都市計画争訟研究報告書」新都市60巻９号（2006年）92-123頁（以下、「西谷
報告書」とする）。
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２ 都市計画争訟制度にかかる論点
行政計画は、他の行為形式である行政行為と比べた場合に様々な特殊
性を持つので、行政行為を念頭に置いた一般法における争訟制度には馴
染まない点がある。それゆえ、行政計画の一種である都市計画の争訟制
度を構想する場合には、そうした点について検討する必要がある。
まず出発点として、西谷報告書において指摘されている、争訟制度と
の関係で留意すべき都市計画の特性から議論を始めよう。それは、①多
数当事者の利害関係の調整の必要性（原告と被告の攻撃防御による事実
認定だけで、計画決定の違法性を判断するのは適切でなく、多数の利害
関係者の参加による行政手続類似の手続で行うことが不可欠）、②(決定
した都市計画に基づいて形成された）既存の秩序との調和の必要性、③
多様な救済措置の必要性（取消しに限られない内容の変更）、④都市計画
の広範な裁量性、⑤専門的・技術的な判断（裁判官の能力の限界）、といっ
た特性である。同報告書は、これらの特性から裁決主義をとる不服審査
制度を提案している??。
これらの特性からどのような論点があるかを検討してゆく。第一の「多
数当事者の利害調整の必要性」という点については、二面関係や三面関
係を基本的に前提としている裁判手続では、多面的で複層的な都市計画
における利害関係を十分に調整できない可能性をはらむことが主として
問題となる。それゆえ、裁判手続以外において利害調整を行い、裁判所
はその利害調整について事後的に審査するなどの、利害調整の場が一つ
の論点となる。裁判以前の利害調整の場としては、（1984年行政手続法研
究会報告書のように）計画策定手続のみを考えるのか、（西谷報告書のよ
うに）計画策定手続とその後の不服審査手続を考えるのかといった形が
ある。また、その利害調整機関の位置づけ（独立性、専門性など）も問
題となろう。西谷報告書は、その場として不服審査手続を提案し、審査
庁については第三者機関による審査または第三者の関与する審査が望ま
?? 同上・96-101頁。
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しいとしている??。
次に、利害調整の場への参加者についてであるが、これは不服申立人
と参加人の両者について検討が必要である。これは、後の訴訟における
原告と参加人の範囲とも絡むであろう。両方の段階における申立人・原
告と参加人範囲に差を設けるのかという問題があろう。
さらに、都市計画の場合には、訴訟において法的利益となるような利
益とは異なる住民等の薄く広い利益が問題となる場合もある。こうした
利益を代表させるために、地域団体・住民団体・NPOなどの様々な中間
団体を利用することについても検討する必要があろう。中間団体は現状
では訴訟における当事者としての適格性は認められていないが、利害調
整の場やそれ以外の計画策定に関わる手続において一定の役割を果たし
ている。今後の制度構想においては、中間団体の争訟における当事者適
格とともに参加の適格性や参加の仕方についても論点となる??。
利害調整については、計画策定手続の充実化と排除効といった論点も
ある。これは、計画策定において十分な参加と議論の機会を設け、また
争訟で争うことも認められている場合、出訴期間の経過後には、原則と
して計画の違法性を争う機会も後行の処分取消訴訟等において計画の違
法性を主張することも排除されるという関係にある。逆に言えば、計画
の違法性についてそうした排除効を認めるのであれば、事前の手続にお
いて十分に利害調整ができるように手続を充実化させなければならない
と言いうる??。この排除効は計画の早期安定性の観点から認められるも
?? 同上・103頁。
?? この点については、参加の適格性のみでなく、その団体の代表性や組織化などに
ついても議論するものとして、西谷前掲書注８・149頁。また、土地所有者の利益と
周辺住民の利益とを相対化しようとする議論として、見上崇洋『地域空間をめぐる
住民の利益と法』（有斐閣、2006年）59-61頁。
?? 原田尚彦『行政法要論 全訂第６版』（学陽書房、2005年）129頁、西谷前掲書注
８・87頁、交告尚史「計画策定手続」ジュリスト1304号（2006年）65頁。ドイツ
での議論について、山田洋「手続参加と排除効」同『大規模施設設置の法構造』（信
山社、1995年）148頁以下、高橋寿一「『計画保全規定』の意義と機能⑵―?ドイツ
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ので、都市計画の違法性の主張制限としても語られる??。排除効について
は、計画の早期の安定性と訴訟機会の排除とのバランスで出訴期間をど
の程度とするのか、また後行処分取消訴訟における計画の違法性を主張
する余地や出訴期間後の計画を争う余地など排除効の例外をどのように
考えるのかといった点も検討すべき点であろう。
第二の特性である「既存秩序との調和の必要性」については、都市計
画決定等が取消された場合の取消判決の遡及効が問題となる。つまり、
当該計画決定等を前提に建築行為等を行った者が取消判決の遡及効に
よって、適法であった建築物が違法になるという不利益が生ずることに
なる。遡及効による不利益をどのように考えるかも一つの論点であろう。
この点について西谷報告書は、不服審査の裁決においては計画の取消裁
決ではなく計画変更手続を義務付ける裁決を行うことで、当該計画の効
力を存続させ、こうした建築物は新たな計画が策定された場合に既存不
適格建築物になるという形で解決を図ろうとしている。また、裁決主義
をとることで、裁判所による取消判決も裁決の取消しの効果を持つもの
なので、上記のような問題は生じない制度設計を提案している??。
判決の効力という点では、計画決定等の取消判決の第三者効（対世効）
の問題もあろう。取消判決の第三者効は行訴法32条に明記されている
が、計画決定等と問題状況が類似した不特定多数に対する一般処分の取
消判決の第三者効が及ぶ第三者の範囲については、学説上争いがある。
原告との関係でのみ処分の効力が失われ、他の者との関係では処分の効
力が存続するのか（相対的効力説）、他の第三者との関係でも効力が失わ
建設法典の都市計画策定手続と司法審査」横浜国際経済法学14巻３号（2006年）35
頁、ヴィンフリート・ブローム、大橋洋一『都市計画法の比較研究』（日本評論社、
1995年）157-60頁。山田論文によれば、「実体的排除効」と呼ばれる、法定期間内
に異議申立てをしなかった者が後の取消訴訟等を提起することをできなくする効
果についてもドイツでは論じられているが、本稿では扱わないこととする。
?? 西谷報告書・114頁。
?? 同上99頁。
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れるとするのか（絶対的効力説）が対立点である。とはいえ、いずれの
説も例外を認めており、事例ごとに個別に判断する学説もある??。都市計
画決定等については、多数による利害調整による結果であるので、ある
特定の申立人や原告のみがその適用を免れるのは計画の本質に反すると
指摘されている??。
第三の「多様な救済措置の必要性」は、裁判所による審査が違法性の
判断に限られ、その判決も基本的には取消判決が用いられることになる
ため、都市計画紛争の現実的な解決にならない場合がある。つまり、違
法性に限られない申立人の請求を柔軟に受け入れて、請求に基づいて取
消しに限られない計画の規制の緩和や強化を内容とする救済措置を提供
できるようにできるかも一つの論点である。不服審査における審査庁に
よる裁決であれば通常は内容の変更を命ずることができるので、一定程
度柔軟な救済措置は可能である。しかし、利害調整の手続を経て策定さ
れた計画の内容の変更をそうした手続を経ずに審査庁が命ずることがで
きるかについては問題があろう。また西谷報告書においては、変更手続
の義務付け、決定手続のやり直し、さらには和解の可能性についても検
討されている??。
最後に、第四の「計画裁量」と第五の「専門的・技術的な判断」の観
点から計画争訟を考えてみよう。裁判所は都市計画決定等における広範
な裁量を政策的判断や専門的・技術的判断などとして認めてきた??。専門
技術的判断については裁判所も一定の統制ができうるが、政策的判断に
?? 園部逸夫編『注解行政事件訴訟法』（有斐閣、1989年）397-403頁（村上敬一執筆）、
南博方、高橋滋編『条解行政事件訴訟法 第３版』（弘文堂、2006年）351-5頁、室
井・芝池・浜川『コンメンタール行政法?』（日本評論社、2008年）537-40頁、久
保茂樹「取消訴訟の判決」杉村敏正編『行政救済法⑴』（有斐閣、1990年）230-3頁。
?? 西谷剛「都市計画争訟について」新都市60巻９号（2006年）81頁。参照、見上
前掲書注12・361-2頁。
?? 西谷報告書・104-5頁
?? 両者の違いについて、高木光『技術基準と行政手続』（弘文堂、1995年）65頁参
照。
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ついては当該地域について民主的正統性も有さず全般的に利害調整をす
ることもできない裁判所が統制することは困難である。それゆえ、西谷
報告書の第三者機関による不服審査のように行政権内部において計画決
定等を審査する機会を設けることで、政策的判断についても一定程度統
制することが可能になろう。
しかし、第三者機関による不服審査手続を設けた場合、翻って裁判所
による審査範囲がより狭まることになるかも検討すべき点である。まず、
実質的証拠法則のように、第三者機関による事実認定について裁判所が
尊重することが考えられよう。また、審査庁の審理手続において争われ
た事項についてのみ裁判所の審理が及ぶということも、西谷報告書にお
いて検討事項とされている??。このように裁判所や審査庁などの審査範
囲の役割分担についても、都市計画の特性から検討すべき論点である。
以上のように、都市計画争訟について考える際の論点としては、裁判
以前の利害調整手続と利害調整機関の位置づけ、利害調整手続とその後
の訴訟への当事者適格と中間団体の利用、計画策定手続の充実化と排除
効、判決・裁決等の効力、多様な救済措置、審査範囲の役割分担といっ
た点が挙げられよう??。これらの点について、イギリスの計画法と近年の
改革がどのような制度設計や運用をしているかについて次に検討してゆ
く。まず、１の計画策定手続と近年の改革においては、利害調整手続と
利害調整機関の位置づけ、利害調整手続への当事者と中間団体の利用、
手続の充実化、多様な救済措置について、２の都市計画訴訟の判例検討
においては、訴訟への当事者適格、排除効、判決・裁決等の効力、審査
範囲の役割分担について、３の審問官の独立性においては、利害調整機
関の位置づけについて検討する。
?? 西谷報告書・109-10頁
?? これ以外にも、都市計画の（長期の）不変更についての争い方や関連する他の訴
訟類型との関係についてなどの論点もあるが、本稿では扱わないこととする。
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Ⅱ イギリス都市計画争訟制度の検討
１ 都市計画策定手続と近年の改革
⑴ 都市計画制度概要
まず都市計画の策定手続について考察してゆくが、イギリスにおいて
は策定手続において独立した第三者機関が利害調整を行い、その判断を
受けて計画当局が計画を採択し、それに不服がある場合には直接計画に
ついて訴訟で争うという制度になっている。
また、争訟で問題となる都市計画は主として土地利用計画である。日
本においては、都市計画事業計画のような事業計画が争訟方法について
問題となるが、イギリスではそうした問題は生じていない。というのは、
次のような理由ゆえである。日本においては事業計画の決定・認可など
の段階においてその事業自体の適否が検討され、後続の処分段階では事
業自体について実質的に争うことが困難であるので、事業計画決定等の
争訟の必要性が論じられる。これに対して、イギリスにおいてはそうし
た事業の適否について通常の計画許可手続を通じて審査されるというよ
うに、処分段階にて公開審問等において実質的な議論がなされる??。従っ
?? 複数の許認可が必要な重要基盤整備事業（major infrastructure projects）の場
合には、ほとんどの申請は主務大臣が自ら決定するために申請をコールインして、
提案についての公開審問を経た後に、そこでの報告書を受けて主務大臣が決定を下
すことになる（それ以外にも、国会の法律や公共工事命令（Public Works Orders）
によって開発が認められる場合がある）。Victor Moore,A Practical Approach to
 
Planning Law, 10th ed.,Oxford University Press, 2008, p.355.;Barry Cullin-
gworth and Vincent Nadin,Town and Country Planning in the UK,14th ed.,
Routledge,2006,p.180.
こうした重要基盤整備事業についての審問は時として長期化し、それが長年問題
となってきてきた（サイズウェルズＢ、近年にはヒースロー空港第５ターミナルな
ど）。2004年の法改正で一定程度の手続の簡素化と主務大臣の権限の強化が図られ
たが、未だ不十分であると考えられ、手続のさらなる迅速化を図るための法案が現
在国会において審議されている（“2006 Development Control Highlight”,Journal
 
of Planning and Environment Law,2007 March,pp.344-356.;Moore,id.）。
日本語の文献としては、榊原秀訓「イギリスにおける大規模プロジェクト決定手
続―?サイズウェルＢ（原発）審問を中心として」企業法研究５号（1993年）101-147
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て、イギリスにおいても一定の事業について計画上示されることはある
が、事業の適否、立地等の代替案などは処分段階で議論されるので、日
本のように事業計画段階で争う必要性が基本的にないからである。それ
ゆえ、ここでは土地利用計画に限った議論になる。
イギリスの都市計画制度は2004年の法改正により主として、広域であ
るの地域（region）レベル??の地域空間戦略（Regional Spatial Strat-
egies:RSS）と地方レベルの計画である地方開発フレームワーク（Local
 
Development Frameworks:LDFs）から成り立つシステムに移行した。
RSSについては、地域計画機関（Regional Planning Bodies:RPB)??が
草案を作成して、主務大臣が採択する。LDFsについては、基本的には市
町村に相当するディストリクト・カウンシル（district councils）が草案
の作成と計画の採択を行う。
改正以前には、地方政府が二層性の地域では??、県に相当するカウン
ティ・カウンシル（county councils）が基本計画（structure plans）を
策定し、ディストリクト・カウンシルが地方計画（local plans）を策定
することになっていた。改正により、県レベルの基本計画がより広域の
RSSに置き換わったことになる。
市レベルの計画体系は、2004年法によって複数の計画文書からなる
頁、真砂泰輔「土地利用計画策定手続の問題点―?いわゆるBig Inquiryを中心と
して」公法研究47号（1985年）199-212頁、大田直史「イギリスにおける住民参加
の一側面：テームズリンク2000公開審問に即して」季刊自治と分権５号（2001年）
68-73頁参照。
?? 地域または広域（regional）は地方（local）よりも広い概念であり、複数のカウ
ンティを包摂する広域のことを指す。従来イギリスの計画システムは、カウンティ
とディストリクトの地方レベルでの制度であったが、広域的な問題解決の必要性の
高まりゆえに地域レベルでの計画システムが求められるようになってきた。
?? RPBはRSSの策定権限を持つ主体をさす法律用語である。現在このRPBと
なっている機関は地域の代表者からなる地域会議（Regional Chambers）である。
?? 一層制である地域では、ロンドン特別区（London boroughs councils）や大都市
ディストリクト・カウンシル（metropolitan district councils）が基本計画と地方
計画をまとめた形の単一開発計画（unitary development plan）を策定した。
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LDFsと呼ばれるものに変更され、これは計画文書を入れる「書類入れ
（portfolio）」としてイメージされている。修正が必要な文書がある場合
には、計画全体を見直すのではなく、必要な文書だけ書類入れから取り
出して改定することができる仕組みとして、迅速な改定を可能にしよう
とするものである。ここに含まれる計画文書の中で策定・改定の際に法
定の参加手続の程度に差があるので、少し整理しておこう??。
まず当該地方の計画の全体像を示すもので、各文書の位置づけや策定
方法（タイムテーブルも含む）を示す地方開発スキーム（Local Develop-
ment Scheme)??があり、それが計画全体の見取り図となる。そこで土地
利用に関する政策の文書群である地方開発文書（Local Development
 
Documents:LDDs)??が示される。これが日本で言う土地利用計画にあ
たるものである。土地利用計画にあたるLDDsが全て厳格な手続を通じ
て策定されるわけではなく、審問官による独立審査（independent exami-
nation）を受ける必要がある開発計画文書（Development Plan Docu-
ments:DPDs)??と、その必要のない補足計画文書（Supplementary
 
Planning Documents:SPDs)??に分けられる。このDPDsは SPDsと異
なり、計画許可申請の決定の際に考慮事項となる開発計画にあたる。つ
まり、DPDsは現行システムがとる「開発計画優先の推定」の下では、計
画許可をすべきか否かの判断において最も重要な考慮事項となるのであ
る（逆に言えば、SPDsは一考慮事項にすぎず、考慮における重みは与え
られない）。こうした重要な位置づけゆえに、DPDsには独立審査という
?? 詳細については、拙著「持続可能な発展とイギリス都市計画法制度改革」札幌学
院法学24巻１号（2007年）51-96頁、和泉田保一「イギリス計画許可制度の概要と
近年の動向」東北法学28号（2006年）1-75頁参照。
?? Planning and Compulsory Purchase Act 2004, s.15（以下、「Act 2004」とす
る）;The Town and Country Planning (Local Development)(England)Regula-
tions 2004(SI 2004/2204),s.11（以下、「Regulations 2004」とする).
?? Act 2004,s.17.;Regulations 2004,s.6.
?? Act 2004,s.20.;Regulations 2004,s.7.
?? Regulations 2004,Part 5.
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周到な策定手続が用意されている。
土地利用計画にあたる文書の内でDPDsとして独立審査を経る必要
があるものには次のものがある??。
(ａ) 中心戦略（core strategies) 中心戦略は、当該地区の計画枠組
の中心的要素を挙げるものである。この戦略が採択されると、他
の全ての開発計画文書はこれに合致しなければならなくなる。
(ｂ) 地区行動計画（action area plans）（必要であれば) 変化もし
くは保存が必要な地区について、地域再生地区や保存地区などを
示す。
(ｃ) 特定目的の土地配分政策（site (specific) allocation policies)
特定の利用のために明確に土地を配分することができ、住宅用地
や産業立地用地などを定め、それに関するアクセス、デザイン、
求められうる計画義務などに関する政策が開発計画文書において
明示される。
(ｄ) 採択提案地図（adopted proposal maps) 開発計画文書に含ま
れた全ての政策と提案を地図に示したもの。
また、DPDsと同じ周到な独立審査の手続を経る必要のあるものとし
て、コミュニティ関与の声明書（statement of community involvement:
SCI)??がある。これは、LDDsの策定・改定や計画申請への決定の際の、
コミュニティの参加や関与についての政策を明示するものである。計画
過程への住民参加を実体化するために、この文書も独立審査を経て策定
される??。
このように文書の性質により手続に差があるが、本稿では、最も重要
な計画文書であるがゆえに厳格な独立審査が求められるDPDsと SCI
（以下、「開発計画文書等」とする）の策定・改定手続（以下、「策定手続」
?? Regulations 2004,s.7.;Moore,supra note 27,pp.62-3.
?? Act 2004,s.18.;Planning Policy Statements 12,para.4.26.
?? Regulations 2004,s.24.
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とする）について検討してゆく??。
⑵ 2004年法による策定手続の改革
イギリスの計画手続には1970年代以降たびたび迅速化・効率化の要求
圧力がかかり、何度か制度改正がされている。しかし十分に迅速化して
いないとして、現在もそうした観点からの見直しが進められている。特
に迅速化が議論されてきたのは計画不許可決定に対する審査請求におけ
る争訟手続についてであり、審問よりも簡素な手続である聴聞や書面審
理をより一層利用するよう見直しがなされている。また近年では大規模
基盤整備事業の手続についても何度も改正に向けての提案がなされてお
り、現在その改正法案が国会で審議されている。
本稿の主題である計画策定手続も例外ではなく、重要な住民参加の機
会である公開審問（public inquiry）が遅延の原因の一つとされて度々見
直しが図られてきた。旧来の県レベルの基本計画の策定手続においては、
1974年の法改正により公開審問が公開審査（examination in public）に
取って代えられ、住民自身の直接の議論の場が代表者による議論の場と
なるようになった。そして、2004年には計画体系の大幅な見直しととも
に、市レベルの計画策定手続についても改正が行われ、公開審問が独立
審査(independent examinatin）に代えられることになった。
市レベルにおける開発計画文書等の策定手続は、①地方計画当局によ
る草案の作成（送付前）、②大臣への送付、③大臣の任命した審問官によ
る独立審査、④審問官の地方計画当局への報告書、⑤地方計画当局によ
る採択という手続を経ることとなる。参加という側面については、新た
?? 手続については、法的拘束力を持つ法律と政省令（statutory instrument）のみ
でなく、法的拘束力を持たないが事実上大きな影響力を持つ計画政策声明書（Plan-
ning Policy Statements:PPS）の12とその詳細を説明する計画策定マニュアルも
規定しており、これらも参照する。なお、計画策定マニュアルは随時更新できるよ
うに文書ではなくホームページ形式を採っている（http://www.pas.gov.uk/
planmakingmanual）。
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な計画システムでは早期の関与（early involvement）や参加の早期化
（front-loading）が強調されているため、早い段階からの関係当事者の参
加が規定されている。また、コミュニティ関与の声明書（SCI）によって、
手続へのコミュニティや市民の関与の仕方について明示することも求め
られている。SCIの内容としては、様々なタイプの地方計画文書につい
て、それぞれの計画準備段階におけるコミュニティの関与の手続と手法
を明確に説明し、それぞれの段階で関わらせる必要のある包括的組織と
コミュニティ団体についても明示するものである??。早期の関与と関与
の手法の明示がその特徴となっている。
個別の手続について見てゆくが、まず草案の作成においては協議と市
民参加が必要となる??。まず協議については、地方計画当局は、開発計画
文書等において提案された問題が影響を与えうる程度において、「特定協
議機関」と、また当局が適切と考える「一般協議機関」と協議しなけれ
ばならない??。前者の特定協議機関は、地域空間戦略の草案作成にあたる
地域計画機関（Regional Planning Bodies）、田園地域庁（Countryside
 
Agency)、環境庁（Environment Agency)、また近隣の地方計画当局と
いった関係行政機関を指す。後者の一般協議機関は、当該地域のボラン
ティア団体、人種・民族・国民の利益を代表する団体、宗教団体の利益
を代表する団体、障碍者の利益を代表する団体、商業者の利益を代表す
る団体などの計画の対象地域の利害関係団体を指す。早期の段階におい
?? SCIは、計画策定についてのみでなく、計画許可申請におけるコミュニティの関
与についても示すものである。PPS12,para.4.26.
?? 計画策定手続における市民参加の一つの手法として、日本法では計画提案制度が
近年設けられたが、イギリス法においてはこうした制度は存在しない。但し、法定
外で住民主導型の計画の試みや運動は都市再開発において一定の積み重ねがある
（安本典夫「都市計画の主体と実現過程」原田純孝ら編『現代の都市法：ドイツ・フ
ランス・イギリス・アメリカ』（1993年、東京大学出版会）328頁以下）。
?? The Town and Country Planning (Local Development) (England) (Amend-
ment)Regulations 2008(SI 2008/1371),s.25(1),(2)（以下、「Regulations 2008」
とする).これはRegulations 2004における計画策定手続の遅延が問題になったの
で、それを一部修正する規則である。
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ては地域の利益を代表する中間団体を用いていることが分かるであろ
う。また、中間団体だけでなく、対象地区の住民や商業者といった個人
も意見を求めるために招くことを検討することも求められる??。なお、
DPDsの作成の際には、どのような中間団体や個人の関与を求めるかに
ついては、SCIにおいてその方針を事前に政策として提示しているので、
この関与する者の選定は当局の自由ではない??。
草案作成における一般住民の参加は、文書での意見提出で行われる。
地方計画当局は、提案文書のコピーと意見提出手続についての文書等を、
住民が精査できるように役所などの適当な場所に置き、ウェブサイトに
おいて公表しなければならない。また、その旨を地方の新聞等において
伝えなければならない??。６週間以上で地方当局が定める期間の間に意
見表明をすることができる??。
なお2008年の規則改正前には、草案作成における住民の意見提出は、
大臣への草案送付前と送付後の２回、ともに６週間の期間を取って行わ
れることになっていた。しかし、この手続が地方計画当局にとって負担
となり、また厳格に２回意見提出を求めるよりも、早期の段階において
はより柔軟な関与の方が望ましいということで??、この段階での意見提
出は１回とされ、代わりに住民を意見表明のために当局が招くことがで
きる旨の規定がされた??。
?? Regulations 2008,s.25(3).
?? どのような団体と協議すべきかについては、政府の指針において具体的に示され
ている（計画策定マニュアルのHPのList of consultees参照）。これを参考に各地
方計画当局が自身の地域において協議すべき団体をSCIにおいて明示することに
なる
?? Regulations 2008,s.27(a),(b),(d).
?? Regulations 2008,s.28.
?? Explanatory Memorandum to the Town and Country Planning (Local
 
Development)(England)(Amendment)Regulations 2008.
?? Regulations 2008,s.25(3).なお、大臣への送付から独立審査の開始までに意見提
出の機会があることでかなりの時間がかかり、またここで提出された意見によって
計画当局が修正をすることができなかったことも遅延の大きな原因となっていた。
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これと平行して計画についての環境影響評価（戦略的環境影響評価：
SEA）も行われ、ここにおいても協議と参加の機会がある??。都市計画の
分野においてSEAが国内で実施に移される以前から持続可能性評価
（sustainability appraisal）が行われており、これは環境のみでなく社
会・経済的影響についても同時に評価するものである??。SEAの国内実
施後もSEAについてのEU指令の要件を組み込む形で持続可能性評価
が修正されて、DPDsのみでなくSPDsも含む地方開発文書すべてのそ
れぞれの提案について、持続可能性評価がSEAを含む評価として行わ
れている??。この手続においては、評価対象について一定の団体と協議
し、評価報告書について一般的に意見提出をする機会を設けることに
なっている??。
こうした協議と参加を経て作成された開発計画文書等の草案は、市民
から提出された意見、持続可能性評価の報告書、計画文書等の根拠とな
る資料等を添えて主務大臣に送付される??。大臣はこれらの文書等の審
査にあたる審問官を任命し、審問官による独立審査が開始されることに
なる??。独立審査の目的は、開発計画文書等が法律の要件を満たしている
か、またそれが適切な（sound）ものかについて検討することにある??。
それゆえ、2008年の規則改正では、草案送付後の意見提出の機会をなくし、また当
局が送付した草案を撤回できるようにもした。Regulations 2008,s.37.
?? The Environmental Assessment of Plans and Programmes Regulations 2004
(SI 2004/1633).
?? 拙著前掲論文注31・83頁。
?? Act 2004,s.19 (5).地域空間戦略RSSについても同様に持続可能性評価が行われ
ている。
?? Office of the Deputy Prime Minister, Sustainability Appraisal of Regional
 
Spatial Strategies and Local Development Documents,2005.
?? Regulations 2008,s.30.
?? Regulations 2008,s.31.従来は、反対意見があった場合には、通常は審問官によ
る公開審問を行うこととされていた。新たな独立審査においても従来の公開審問の
ように、地域住民を巻き込んだ議論が行われる場である点に変わりはない
?? Act 2004,s.20(5).
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法律の要件充足としては、文書の形式、文書作成の手続、地域レベルの
RSSとの適合性、他の計画等の考慮など主として手続について審査する
ことになる。これに対して、後者の適切さについての審査は、手続に限
らず計画内容についても踏み込んだものとなっている。
この適切性については、正当化できるか（justified）、効果的か（effec-
tive）、国の政策と合致しているか（consistent with national policy）
という観点から審問官は審査を行う??。正当化という点については、確固
とした信頼できる証拠に基づいているか、合理的な代替案と対比して検
討した場合に最も適切な戦略であるかが問われる??。効果的かという点
については、達成可能か（適切なインフラ達成計画、達成のための規制
や全国計画の障害がないこと、達成のためのパートナー、近隣当局の戦
略との一貫性）、柔軟性があるか、モニタリングかできるかということが
問われる??。このように審問官による独立審査においては、法令の要件や
手続の遵守、計画間調整のみでなく、代替案との比較の上での計画の適
切性、実現可能性といった計画の内容に関わる事柄が、証拠に基づいて
いるかという点も含めて審査されることになる。
独立審査における参加・関与については、柔軟な手続にするために法
令ではほとんど規定されず、様々な指針で示されている。法令で規定さ
れているのは、開発計画文書等について変更を求める意見表明をした者
には、立会って（appear）審問官の前で聴聞（hearing）を受ける機会を
与えられなければならない、という点である??。従来の公開審査と同様
?? 2008年の規則改正前までは、一貫性、整合性、有効性（coherence,consistency
 
and effectiveness）という観点から審査していたが、この審査による遅延が問題化
されたために、審査の基準が緩和された。
?? PPS12,para.4.36.;Planning Inspectorate,Local Development Frameworks -
Examining Development Plan Documents: Soundness Guidance,2008,para.2.8.
（これ以外にも計画審問局の文書を引用するが、いずれもホームページから入手で
きる。http://www.planning-inspectorate.gov.uk/）
?? PPS12,para.4.44.;Planning Inspectorate,id.,para.2.10.
?? Act 2004,s.20 (6).但し、反対意見を提出した全ての者が聴聞の必要がないと認
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に、計画案への反対者は口頭で意見を述べる機会が与えられる。計画案
に賛成する者やそれ以外の者も公開であるため当然傍聴することはでき
るが、立会って聴聞を受けることが法的に認められているわけではなく、
それを認めるか否かは審問官の裁量による。審問官は比較的リベラルに
反対者以外の聴聞も認めるが、計画の支持者については反対者と同様に
法的資格を認めるべきとの議論がある??。
立会いと聴聞以外には法令の規定はなく、それ以外の手続は指針の下
で、地方計画当局や他の関係者の意見も考慮して、審問官が適切な手続
を決定する??。2004年法以前には公開審問を通じて計画が策定され、そこ
では反対尋問が行われるなど裁判類似の当事者主義的色合いが濃かっ
た。しかし、2004年法の公開審査においては、審問官の職権主義的色合
いが増し、通常は聴聞の日時や方式は審問官が判断し、審問よりもイン
フォーマルなラウンドテーブルでの議論を通じて審査が行われることに
なる。従来の公開審問は大幅な遅延を招いたこともあり、審問官の職権
によって議論を主導することで時間の短縮を図るものである。
開発計画文書等の送付から26週（６ヶ月）で報告書の原案が作成され、
29週で正式な報告書が提出されるよう示されている。また、聴聞の回数
を８日以下にするようにとされている??。
審問官は独立審査の後に、理由と共に勧告を付した報告書を作成しな
めた場合には、書面での審理で済ませることができる。R.M.C.Duxbury,Telling
 
and Duxbury’s Planning Law and Procedure, 13th ed.,Butterworths,2005,pp.
83-4.
?? Stephen Crow,Mark Tewdwr-Jones and Neil Harris, “The Modifications
 
Phase of Local Plan preparation”,Journal of Planning and Environment Law,
1997 April,pp.310-2.
?? Planning Inspectorate, Development Plans Examination -A Guide to the
 
Process of Assessing the Soundness of Development Plan Documents,2005,para.
2.2-.2008年の規則改正に対応した指針が策定中でまだ出されていないので、これ
は旧規則の下で出された指針であるが変更がない限りでこれを参照する。
?? 計画策定マニュアルのHPのExamination of a development plan document
参照。2008年の規則改正以前には12ヶ月以内に報告書を出すようされていた。
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ければならず、地方計画当局はその勧告と理由を公表しなければならな
い??。審問官による報告書は、従来までは地方計画当局を拘束するもので
はなかったが、2004年法によって拘束的な効果を持つようになった。報
告書が修正を勧告した場合には修正をしなければ地方開発文書等を採択
できなくなったのである??。この拘束的報告書は、計画策定手続の迅速化
とそれへのコミュニティの関与にとって重要である、として導入された。
従来、審問官の報告書を地方計画当局が拒否して紛争になることがしば
しばあり、再度の審問が必要かが問題にもなり遅延の原因となってい
た??、そうした報告書の後の紛争を無くすことで迅速化につながるとさ
れた。また、報告の後の地方当局の対応については、再度の審問がなさ
れなければ利害関係者が口頭で意見を述べることができなかった点も問
題とされ、手続全体を早期化して公開審査において全ての意見が出尽く
すようにして、その結果の報告書に拘束性を持たせることで、コミュニ
ティの関与が当局の最終判断にきちんと及ぶようにしたのである。
しかし、拘束的報告書によって、地方開発文書等の最終的内容が地方
計画当局である地方カウンシルではなく、審問官の判断で決められるこ
とになる点が立法時に議論になった。つまり、最終的な利害調整者が公
選の地方カウンシルではなく大臣から任命された審問官であるので、民
主性の欠如となる可能性があるという主張がなされた??。それゆえ、審問
官が報告書において文書等の修正を勧告する場合に、民主的正統性を欠
く審問官がどこまで勧告できるかが問題となる。これについては法令や
指針で定められておらず、学説での議論と審問官の機関自体の文書しか
ない。法令上は審問官は、文書等が適切でないと判断した場合には、ど
?? Act 2004,s.20(7),(8).;Regulations 2004,s.35.
?? Act 2004,s.23.;Regulations 2004,s.36.
?? こうした遅延についての調査と改善提案をしたものとして、Crow et al., supra
 
note 60,pp.291-.
?? Christopher Boyle,“Inspectors’Changes to Development Plan Documents”,
Journal of Planning and Environment Law,2007 October,p.1424.
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のように変更すべきかについて修正内容に踏み込んで勧告をすることが
できる。しかし実際には、変更内容について独立審査の過程でコミュニ
ティの多様な意見が十分反映さていない可能性があり、また変更内容の
裏づけとなる証拠を審問官が十分に保持していない場合もあるので、変
更内容を指示する勧告は簡単には行われない??。審問官としては、手続を
中断して地方計画当局に更なる資料を提出するよう求めたり、変更内容
を明示せずに修正の方向性を示して勧告することで、計画内容の最終判
断を地方計画当局に委ねるという運用をせざるを得ないと主張されてい
る??。しかし、これでは審問官と当局との間でのキャッチボールとなり、
当初の目的である手続の迅速化のねらいは削がれることになり、現に審
査と報告書をめぐる策定手続の遅延がすでに見られている??。
最後に、主務大臣による介入にも触れておこう。地方計画文書等の作
成においては、主務大臣は修正を求めたり、採択前に自らの承認を受け
るよう求めることができる??。日本と異なり都市計画分野における行政
権としての最終判断権は大臣が持っている。計画の対象範囲の広狭を問
わず、計画策定についてのみでなく計画許可申請、審査請求などについ
ても、法令上主務大臣が介入する権限を有している。これは、大臣が国
会への説明責任を負っているということによって正当化されている。
なお、広域の地域レベルの地域空間戦略の採択手続は、地域計画機関
（Regional Planning Bodies:RPB）による修正草案の作成、主務大臣へ
の草案の送付、審問官らによるパネルによる公開審査（examination in
 
public）、パネルによる報告書の大臣への提出、大臣による採択という形
?? Planning Inspectorate, Local Development Frameworks: Lessons Learnt
 
Examining Development Plan Documents,2007,para.4-.
?? Boyle,supra note 66,p.1433.
?? Id, p.1434.; Colin Wood, “Progress with Development Plan Documents:
Lessons learnt in England?”,Journal of Planning and Environment Law,2008
 
Issue 3,pp.265-74.
?? Act 2004,s.21.;Regulations 2004,s.38,39.
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になっている。地方計画との大きな相違は、独立審査ではなく公開審査
による点と、採択が主務大臣によってなされる点であろう。公開審査は、
地方計画の独立審査と同様のインフォーマルなラウンドテーブル形式で
行われるが、当事者は聴聞を受ける権利を持つことがない??。それゆえ、
審査は公開ではあるが、誰が意見を述べることができるかについてはパ
ネルの判断に委ねられることになる。また、広域の計画であることから、
手続においては関与することが念頭に置かれているのは、基本的に個人
というよりも様々な中間団体である??。
計画策定の手続は以上のようであるが、日本との比較の上で参考にな
る特徴を何点か適示しておこう。イギリスの計画策定手続においては、
近年、早期の関与と継続的関与が強調されている。これは草案が固まる
前から住民の意見を反映させようという意図とともに、策定手続を迅速
化させるという意図もある。また、現実には一般の住民が早期の段階で
関与することは難しいため、実際には地域コミュニティにおける中間団
体が関与することになっている。さらに、関与の方針についてコミュニ
ティ関与の声明書（SCI）という形で事前に明示されることになる点も一
つの特徴的な点であろう。このように、関与の仕方を事前に明示した上
で、早期から継続的に関与の機会を設けている。
次に、計画についての審査と利害調整を兼ねる場として、地方計画に
おいては公開審査がある。その場は従前に比べてインフォーマルになっ
たとはいえ、計画案に反対する者は聴聞を受ける権利の下で意見を表明
する機会が与えられる。また公開審査においては、審問官は計画の適切
さについて計画内容にも一定程度踏み込んで審査を行うことができる。
さらに多様な救済措置という観点から見ると、審問官による審査は策定
手続に組み込まれているので、計画当局に修正を求めるのみでなく、再
度の資料提出要請をするなど、計画の妥当でない部分について柔軟に対
?? Act 2004,s.8 (4).
?? PPS11,para.2.19.;Duxbury,supra note 59,pp.73-4.
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処できうる。このように、審査と利害調整を策定手続に組み込むことで、
計画内容に踏み込んだ審査や柔軟な救済措置を可能にしている。
２ 都市計画について争う訴訟
手続を経て策定された計画等の有効性については、司法審査ではなく
制定法上の提訴（statutory appeal）によって裁判所で争うことができ
る。ここで争うことができる計画等には様々なものが含まれるが、それ
らはいずれも計画許可申請への決定の際に重要な考慮事項である開発計
画に当たるものであるので、この訴訟を「開発計画訴訟」と呼ぶことと
する。開発計画訴訟は1980年代半ば以降徐々に増えてきており、1990年
代には1991年の法改正により計画の地位が向上されたことで、計画策定
手続に注目が向けられることもその傾向に棹差した??。2000年代には、
1998年人権法による公正な審理を受ける権利や財産権の強調により増
加しているようである??。また、計画の取消請求も以前はほとんど認めら
れなかったが、近年は認容される傾向にある。その理由としては、計画
の地位の向上と対象範囲の拡大、それによる地方計画当局への権限集中
に対する裁判所の懸念といったものが挙げられている??。
以下ではこうした開発計画訴訟について、訴訟要件、裁判所による実
体的審査、手続的審査の点から検討してゆく。
⑴ 訴訟要件
2004年法は113条において、開発計画文書DPD、地域空間戦略RSS
を含む戦略、計画、文書（以下、「計画等」とする）の有効性について、
計画等によって利益を害された者（person aggrieved）は高等法院に訴
?? Victor Moore, A Practical Approach to Planning Law, 9th ed., Oxford
 
University Press,2005,p.79.（前掲書注27の旧版である。開発計画制度の変更に
伴い新版では削除された記述については旧版からの引用となる。）
?? Comment on Berridge case,［2000］JPL 542.
?? Comment on Thames Water Utilities case,［1995］JPL 719.
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えを提起することができる、と規定している??。
この「利益を害された者」の範囲については、計画策定に関与した人
や団体は含まれるものと理解されているため??、開発計画訴訟において
原告適格の有無が争点となることは基本的にない。多くの場合は計画に
よって自らの土地所有権に影響がある土地所有者や企業が原告となって
いるが、地域の利益や環境上の利益を代表する団体や個人が原告となっ
て争うことも認められている。計画不許可等の決定を争う場合について
も同様の原告適格の要件があるが、この「利益を害された者」の解釈に
おいてはリベラルなアプローチが取られていると指摘されている??。
訴えの理由としては、「文書が適切な権限の範囲を超えている」（権限
越）か、「手続要件が満たされていない」（手続的瑕疵）かの２つに限
られている??。但し、手続的瑕疵がある場合については常に取消判決をす
?? 2004年法以前においても同様の規定が置かれ、市レベルの地方計画と県レベルの
基本計画の双方について争うことが可能であった。Town and Country Planning
 
Act 1990,s.284.
?? Peter Morgan and Susan Nott,Development Control,2nd ed.,Butterworths,
1995,p.171.
?? Duxbury,supra note 59,p.410-1.;Moore,supra note 27,pp.361-2.
計画不許可等の決定を争う審査請求に対する裁決について高等法院に提訴でき
る者も、同じ「利益を害された者」という原告適格の要件が必要とされる。この場
合、日本と同様に近隣住民などの第三者が含まれるかに争いがあり、以前は何ら法
的権利・利益を害されていない近隣住民に適格性を認めないとして、狭義に解釈す
る判例があった（Buxton v Minister of Housing and Local Government［1961］
QB 278.）。しかし現在では、司法審査手続における原告適格（十分な利益（sufficient
 
interest）の要件）の規則の緩和の影響を受け、裁判所は「利益を害された者」の範
囲を柔軟に解するようになっている（榊原秀訓「行政訴訟に関する外国法制調査：
イギリス（下）」ジュリスト1245号（2003年）168頁以下、岡本博志『イギリス行
政訴訟法の研究』（九州大学出版会、1992年）80-１頁）。審査請求についての審問で
意見を述べる権利を持たないが、審問官の要請により出頭して意見を表明した第三
者にも原告適格が認められている（Turner v Secretary of State for the Environ-
ment (1973)28 P&CR 123.;Bizony v Secretary of State for the Ebvironment
［1976］JPL 306.;Eco-Energy(GB)Ltd v First Secretary of State［2004］EWCA
 
Civ 1566.）。
?? Act 2004,s.113(3).
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ることができるわけではなく、それによって原告の利益に重大な侵害が
ある（substantially prejudiced）場合に限って計画等を取消すことがで
きると限定されている??。この点についてはドイツにおいても同様の制
限がある??。
日本の議論においては計画争訟における第三者の参加、特に裁判での
第三者の訴訟参加が一つの争点としてある。計画決定等に反対する当事
者が争訟をした場合、それに賛成する当事者の意見を争訟においてどの
ように組み入れるのかが大きな問題となろう。イギリスにおいては訴訟
手続一般において訴訟参加が裁判所の裁量で比較的広く認められてお
り、さらに公益目的での第三者（特に専門家集団）の訴訟参加も近年柔
軟に認められている??。それゆえ、都市計画分野に限って第三者の訴訟参
加が議論されることはない。
次に、出訴期間については６週間とされており??、この期間を経過する
ともはや計画の有効性について争うことができなくなる??。
出訴期間の制限については、行政法の一般理論として制定法上の審査
（statutory review）の期間制限と司法審査（judicial review）の期間制
限とに分けて議論されている??。制定法上の審査は、個別法において制定
?? Act 2004,s.113(6)(b).
?? 高橋寿一「『計画保全規定』の意義と機能⑴―?ドイツ建設法典の都市計画策定手
続と司法審査」横浜国際経済法学14巻２号（2005年）1-28頁、同「『計画保全規定』
の意義と機能⑵―?ドイツ建設法典の都市計画策定手続と司法審査」横浜国際経済
法学14巻３号（2006年）31-50頁。
?? P.P.Craig,Administrative Law,6th ed.,Sweet& Maxwel,2008,pp.824-5.榊
原前掲論文注78・171-2頁。See also,Michael Fordham,“’Public Interest’Inter-
vention:A Practitioner’s Perspective”,Public Law,2007 August,pp.410-3.
?? Act 2004,s.113(4).
?? Act 2004,s.113(2).
?? Sir William Wade and Christopher Forsyth, Administrative Law, 9th ed.,
Oxford University Press,2004,p.727-.;Moore,supra note 27,p.360-.;榊原秀訓
「行政訴訟に関する外国法制調査：イギリス（上）」ジュリスト1244号（2003年）240
頁。
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法上の提訴が定められている場合に認められる裁判所による審査であ
り、都市計画の分野ではここで論じている開発計画訴訟と、計画許可申
請の不許可決定等に対する訴訟などが認められている。制定法上の審査
にはほとんどの場合６週間（まれに３ヶ月）の期間制限が個別法で規定
されており、その期間を経過すると「いかなる法的手続においても争う
ことができない（shall not be questioned in any legal proceedings）」
などと定められている。司法審査についても３ヶ月の期間制限が設けら
れているが、判例では比較的柔軟に出訴期間の延長が認められている??。
これに対して、制定法上の審査の期間制限はかなり厳格に解釈され、行
政庁側の虚偽や偽装の疑いがあった事案においてさえも期間制限の例外
は認められていない??。計画不許可決定についても、通知漏れにより原告
らが決定を知らなかった事案においても期間制限の例外を認めなかった
判例が定着している??。これについては、従来から学説の批判があり、近
年も人権法（人権条約６条）の観点から再検討されるべきとの議論もあ
る??。さらに、期間制限自体が短すぎるとの議論も従来からあり、政府の
委員会などでも議論や提案がなされはしたが、短い期間制限には基本的
に変化はない??。
開発計画訴訟も制定法上の審査に服するもので、６週間の期間制限は
?? 司法審査については、「迅速に（promptly）行わなければならない」として３ヶ月
の期間制限が設けられている（Civil Procedure Rules,Part 54.5.）。しかし、1981
年最高法院法（Supreme Court Act 1981）31条では「不適切に遅延した（undue
 
delay）」請求を認めないことができるとしていることから、判例は、３ヶ月の期間
制限後の不適切に遅延していない請求について、出訴期間の延長に理由があるか否
かを判断して、例外的に、しかし柔軟に出訴期間の延長を認めてきている（Wade
 
and Forsyth,supra note 85,p.658-.;Craig,supra note 82,p.903-）。
?? Smith v East Elloe Rural DC［1956］AC 736.;R v Secretary of State for the
 
Environment,ex p Ostler［1977］QB 122.
?? R v Secretary State of State,ex p Kent［1990］JPL 124.
?? Craig, supra note 82,p.927.See also,R (on the application of Richards)v
 
Pembrokeshire CC［2004］EWCA Civ 1000.
?? Wade and Forsyth,supra note 85,pp.732-3.
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厳格に解されて、例外は認められないようである。それゆえ、排除効に
おける一つの論点である出訴期間後の訴訟は認められない。
話が多少ずれるが、排除効におけるもう一つの論点である、後行の許
可・不許可決定に対する審査請求や訴訟において、先行の計画決定の違
法性を主張することができるかという点についても、イギリスの法制度
を見ておこう。この点については、まず法律において、計画等を開発計
画訴訟以外の法的手続で争うことができないとされている??。また、後行
の決定の争訟においても法的に議論にはなっていないようであり、これ
に関する判例もない。このように計画の違法性は開発計画訴訟以外にお
いて争うことができず、この事が問題とされたりもしていないようであ
る。この理由は詳らかではないが、計画策定手続を充実させて計画を早
期に確定されるという要請とともに、イギリスの計画制度に特有の理由
があろう。それは、①開発計画が政策の束であり規律密度が比較的低く、
また地方計画以外にも国の政策指針・地域レベルの計画など解釈の分か
れうる政策が並立しており、後行決定を争う際にもそれぞれの政策につ
いて解釈の余地があるため??、②後行決定における考慮事項の中心には
開発計画が置かれはするが、開発計画に合致しない例外許可を認める余
地が比較的広いため??、先行計画決定の違法性を事後的に主張する必要
性が少ないのであろう。さらに、③並立する様々な計画等の間で政策に
重複がある場合、新たな政策について優越的な考慮がなされるので、日
本のようにかなり以前に策定された計画が後行行為によって突然問題化
するということが起こりにくいことも、その理由と言えよう。
出訴期間の話から発展したが、イギリス法においては開発計画訴訟に
?? Act 2004,s.113(2).
?? Cullingworth and Nadin,supra note 27,pp.9-10;戒能通厚「都市再開発法制の
論理とその展開」原田前掲書注41・350頁。
?? 開発計画とは異なる事柄を示す他の考慮事項に基づいて許可・不許可の決定をす
ることについては、拙著「イギリス都市計画法における社会的考慮事項」早稲田政
治公法研究70号（2002年）443-475頁参照。
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おける排除効としては、出訴期間経過後においても、後行処分段階にお
いても、いずれも計画の違法性を主張することは排除されている。
最後に判決の効力についてであるが、裁判所（高等法院）の権限とし
ては、中間命令（interim order）により最終判断まで計画等の全部又は
一部の執行を停止することができる??。また、計画等の全部又は一部を取
消すことも、計画等を一般的に又は原告の財産に影響を与える限りにお
いて取消すこともできる??。
最後の「原告の財産に影響を与える限りにおいて」取消すという点は、
計画争訟の第三者効に関わるものである。これは、日本において第三者
効の客観的範囲の問題の一つとして一般処分等の取消判決の第三者効と
して議論される論点と類似するものであろう。つまり、取消判決の効力
を原告のみに認めるのか（相対的効力）、第三者一般にも認めるのか（絶
対的効力）という点であり、イギリス開発計画訴訟ではいずれにするか
を裁判所が選択することができることになる。
裁判所が取消判決の効力を相対的効力とするのか、絶対的効力とする
のかの判断基準については法令の規定も判例も存在しないようである
が、概ね次のように言えるであろう。計画におけるある政策の内容自体
やその内容にいたる手続の違法性が主張されている場合には、政策内容
の一般的な効力を否定する必要があるので絶対的効力を持たせるが、原
告の土地等がある政策の適用対象となることやその適用対象になるにい
たった手続の違法性が主張されている場合には、原告の財産に影響を与
えている限りにおいて相対的効力を持った取消判決をすることになる。
これは次の判決の対比が分かりやすいであろう??。Great  Portland
 
Estates plc v Westminster CC??においては、オフィス立地政策自体が
問題となり、取消判決として当該政策を一般的に地方計画から除外した
?? Act 2004,s.113(5),(8).
?? Act 2004,s.113(7).
?? Morgan and Nott,supra note 77,p.173.
??［1984］3 All ER 744;［1985］ AC 661.
?
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のに対して、Fourth Investments Ltd v Bury Metropolitan BC??にお
いては、原告の土地がグリーンベルトに含められたことが争われたが、
取消判決として原告の土地をグリーンベルトから除外するというように
原告の土地に関する限りにおいて取消した。
⑵ 実体的審査
裁判所による審査手法としては実体的審査と手続的審査に分けられる
が、裁判所は計画内容について踏み込んで判断することができないため、
実体的審査を通じて計画等を取消した判例は限られている。実体的審査
において問題となるのは、計画目的における権限 越と計画自体の不合
理性による権限 越の２点である??。
前者の点については、先のGreat Portland Estates plc v Westminster
 
CCにおける貴族院判決が著名である。これは、土地所有者である企業
（原告・控訴人・被上告人）が、Westminsterカウンティ・カウンシル（被
告・被控訴人・上告人）の地方計画に含まれた産業政策とオフィス開発
政策の両方について争った事件である。そこでは、産業開発についての
一般的な政策として、新たな産業のフロアスペースと新たな産業雇用創
出の計画許可申請は支援されるべきであるとされていたが、再開発によ
り既存の産業利用の継続を維持するのが困難になる場合には原則として
許可を与えないようにしていた。被上告人（企業）は、この政策は再開
発から「特定の産業活動」を保護する目的を持っているとして、計画法
の権限外のものであるとして争った。また、オフィス開発については、
計画はシティを中心活動地区とその他の２つのゾーンに分け、「オフィス
開発は中心活動地区に立地を誘導する」とした。それ以外の場所では、
政策は例外的または特別な状況を除いて、いかなるオフィス開発も居住
利用と適合するようにするよう規定され、これらの例外的状況は、計画
??［1985］JPL 185.
?? Morgan and Nott,supra note 77,p.172-.
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採択後に協議を経て策定される法定外のガイドラインにおいて定められ
るとしていた。この点について、被上告人（企業）は土地利用に関する
政策のうち適切であると考える項目について計画に盛り込むべき義務を
カウンシルが果たしていないとして争った。高等法院においては請求が
棄却されたが、控訴院においては請求が認容され、計画が一部取消され
た。それゆえ、カウンシルが上告を申し立てた。
貴族院は、前者の産業政策については、特定の土地所有者を保護する
目的の政策は権限 越になるとの一般論を述べた。しかし、当該政策は
特定個人の保護ではなく、様々な産業的利用の保護という計画目的を持
つものであり、権限の 越はないとした。それに対して、後者のオフィ
ス政策については、カウンシルは開発と土地利用に関する提案の適切で
あると考える項目について計画に盛り込むべき義務を負うが、その義務
に違反したとされた。Scarman卿によれば、中心活動地区以外の地区に
ついての政策を（法定外のガイドラインに規定する事として）計画から
「故意に省略した」のであり、そうすることで、被告企業のような者から、
反論を申立て、その反論についての公開審問を確保する機会を奪ったの
である。こうしてカウンシルの義務違反を認めて、控訴院の計画の一部
取消を支持した???。この貴族院判決では、計画における政策が計画目的
の政策でない場合にはその採択が権限 越になるという実体的審査基準
が示された。
次に、計画内容の合理性については、Buckinghamshire CC v Hall
 
Aggregates(Thames Valley)Ltd???で争われた。この事案では、Buck-
inghamshireカウンティ・カウンシルによる鉱物利用計画が問題となっ
た。この計画の草案では、一定の地区を鉱物採掘の「適地」とし、採掘
申請を許可するよう考慮要素が働くようにし、それ以外の地区では新た
???［1984］3 All ER 744,at 745-6.なお、審問官の勧告の拒否についての理由が不十
分であるという手続的瑕疵についての請求も認められた。
???［1985］JPL 634.
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な採掘等の申請については原則として許可されないとされた。この「適
地」の選定方法が問題となり、計画に反対する企業らが、当該選定手法
は鉱物採掘を過度に制限するので、その採用は不合理であると反対して
いた。計画についての公開審問でもそうした反論が主張されたが、審問
官は当該手法は適切であるとの報告書を出し、カウンシルも計画を修正
せずに採択した。そこで反対企業らが高等法院に提訴した。高等法院は請
求を認容し計画の一部を取消したため、カウンシルが控訴院に控訴した。
控訴院においてPurchas裁判官は、不合理性についてのWednesbury
判決???に基づき、いかなる合理的な計画当局も採用しないような不合理
な段階に政策が至る場合には、その政策を採用することは権限の範囲を
超えているという一般論を述べた。しかし、当該手法については審問官
が適切であると判断しており、審問官の公正性と専門性を考慮すると、
審問官の専門領域たる技術的問題についてのその意見を裁判官が完全に
拒否するには、圧倒的な（overwhelming）証拠が必要であるとした。合
理的でないだけでの証拠では不十分であるともされた。圧倒的な証拠と
いう厳しい立証責任が必要であるとされる理由としては、合理的でない
だけで計画を取消しうるとすると、裁判所は開発計画の策定主体の見解
に代えて自らの見解を代置するという誤りを犯しうることになるとし
て、判断代置にいたる危険性を示唆した???。
このようにBuckinghamshire判決においては、計画内容が不合理で
ある場合には権限 越になるとはしたが、地方計画当局の計画採択が審
問官の報告書に基づいている場合には、その反対者である原告による不
合理性の証明について厳格な理解が示された。
もうひとつの不合理性に関する判例であるFourth Investments Ltd v
 
Bury Metropolitan BC???では、不合理性ゆえに計画が取消された。こ
???［1947］2 All ER 681;［1948］ 1 KB 223.
???［1985］JPL 634,at 643-644.
???［1985］JPL 185.
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の事案ではWest Buryの地方計画が争われたが、当該計画において原告
の所有地はグリーンベルトに含められ、住宅用地とはされなかった。原
告は審問等でも反対したが、計画は修正されなかったので、高等法院に
提訴した。
高等法院は、Wednesburyの合理性について言及はしていないが、これ
を念頭において次のように判断した。McCullough裁判官によれば、審問
官は住宅用の土地供給における不足を認めつつも原告の土地をグリーン
ベルトに割り当てることを認めたが、住宅不足の観点から当該土地が住
宅用に必要かいなかを評価しておらず、その理由を説明していないので、
重大な遺漏であるとされた。裁判官の結論では、審問官の認定事実から
すれば、原告の土地が住宅用に必要であろうという可能性は十分に高く、
この土地をグリーンベルトに指定して配分したことは誤りであり、これ
は、審問官が合理的には至らないであろう結論に至ったと考えるとした。
それゆえ、計画が一部取消された???。
以上のように、計画についての裁判所の実体的審査については一定の
審査基準が示されたが、Forth Investment判決のように計画の取消しが
認められることはほとんどない。というのは、計画目的における権限
越については、計画目的でない政策を含む場合には計画の採択が権限
越になりうるが、実際には計画目的の範囲が広範にわたるものであるこ
とが計画不許可等決定に対する訴訟において認められている???。このよ
うに計画目的の観点から計画の実体的統制を図ることは難しくなってい
る。また、後者の不合理性ゆえの権限 越については、Buckinghamshire
判決で示されたように、公正な専門的な審問官の報告書に基づいて採択
された計画についてはその不合理性の証明が困難であるため、取消請求
が認められことはあまりない???。
???［1985］JPL 185,at 187-8.
??? 拙著前掲論文注93。
??? 但し、2004年法後の新たな制度の下での開発計画訴訟においても、すでに実体的
違法を認定して計画の一部取消を命じた判決がある。そこでは、審問官の審査にお
?
）
一
〇
五
一
〇
五
札
幌
学
院
法
学
（
二
五
巻
一
号
）
⑶ 手続的審査
裁判所による手続的審査においては、審問官の報告書を地方計画当局
がどのように扱うべきかという点と、再度の審問を行うべきかという点
が主として問題となる。前者の点は専門的な利害調整機関の判断の位置
づけに関するものであり、日本法においても示唆に富む論点を含むので
詳述する。後者の点は、審問後の計画案の修正において再度の審問が必
要になるかという問題であり、日本法には見られない問題であるので詳
述はしないが、その文脈において出てくる「利害調整手続への裁判所の
考慮」という問題についてのみ触れることとする。
⒜ 審問官の報告書の考慮と理由提示
審問官による報告書については2004年法による制度改正以前には拘
束力がなかったので、地方計画当局は報告書を考慮し、報告書とその勧
告の観点から最終的な計画を準備し、理由を付して計画を採択すること
になるが、当局は勧告を拒否することもできた。こうした勧告拒否の事
案がしばしば裁判所で争われることになった。
勧告拒否の事案としてまずMiller v Wycombe DC???がある。この事
案では、土地所有者である原告（被控訴人）らの土地が、地方計画の草
案においてグリーンスペースとして指定され、グリーンスペースの減少
等がある開発提案には原則として計画許可を与えないこととされた。原
告らは公開審問において反論し、審問官はその主張を容れて、当該土地
をグリーンスペースから外すよう勧告した。しかし、ディストリクト・
カウンシルは勧告を拒否して、計画を草案のまま採択した。それゆえ原
告らは提訴し、高等法院が請求を認容して当該土地を指定から外すよう
取消判決を下したが、それに対してカウンシルが控訴した。
控訴院は、地方計画当局が審問官の報告書と勧告と認定事実について
ける判断に過誤があり、その勧告に従った中心戦略において権限 越があるとされ
た。Blyth Valley Borough Council v Persimmon Homes(North East)Ltd& Ors
［2008］EWCA Civ 861.
???［1997］JPL 951;［1997］EWCA Civ 1116.
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どのように考慮したかを示す義務を負うとし、また当局は審問官が提示
した実質的ポイントを扱わなければならないとした。そして本件におい
ては、カウンシルは審問官の認定事実を無視し、審問官が提起したポイ
ントを扱っておらず、その理由も示していないとして、控訴を棄却した。
このように地方計画当局は審問官の勧告を拒否することができるとし
ても、それは自由にできるわけではなく、考慮の仕方や理由提示等が求
められるとされた。この理由の提示がしばしば問題となり、Stirk et al
 
v Bridgnorth DCでは、理由の提示において計画当局は反論に対して完
全かつ公平に対処する高度な義務を負うとされた???。また、Peel Invest-
ment (North)Ltd v Bury MBCにおいては、理由提示の義務としては
その決定に至る最も重要な（overriding）考慮事項を明確にする必要があ
るとされた???。
理由付記についての取られるべきアプローチをまとめた裁判例として
Welsh Development Agency v Carmarthenshire CC???がある。ここで
は、控訴院は理由提示の義務について取られるべきアプローチを示した。
第一に、地方計画当局は通常の公法原理に従って審問官の勧告を考慮し
なければならず、つまり、開かれた心で、提示された実質的争点を公正
に捉えるべき。第二に、提示されるべき理由は、その状況において、簡
???［1996］EWCA Civ 701;(1997)73 P & CR 439.
これは、グリーンベルトの線引きについて更なる検討を求めた審問官の勧告を
ディストリクト・カウンシルが拒否し、拒否の理由については以前の主張の繰り返
ししか述べていなかった事案であった（新たに策定された県の基本計画の政策や、
審問官の勧告について言及していなかった）。高等法院において理由不備として一
部取消され、控訴院においても支持された。
???［1999］EWCA Civ 738.
これは、審問官が原告の土地をグリーンベルトから除くべきとした勧告を、ディ
ストリクト・カウンシルが拒否した事案である。高等法院では請求が棄却されたが、
控訴院では、住宅不足とグリーンベルトのメリットのバランスについての判断はカ
ウンシルに任せられるとしたが、その決定に至る最も重要な考慮事項を明確にする
理由提示の義務があるとされて一部取消された。
???［2000］JPL 692.See also,Moore,supra note 73,p.64.
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潔で簡明なものでも可能である。第三に、審問官によって争点が提示さ
れた場合には、計画当局はそれに対処しなければならない。第四に、問
題が本質的に（当局の大幅な裁量が認められる）計画判断の問題である
場合には、その理由は詳細でなくとも良い???。
以上のように、審問官の報告書を地方計画当局がどのように扱うべき
かという点については、地方計画当局は審問官の提示した実質的争点を
きちんと扱い、また理由の提示においてもその点の考慮がなされたこと
が示されなければならないとされている。地方計画の計画内容について
の最終判断権はカウンシルにあるのだが、独立した審問官による報告書
を公正に考慮すべきことを手続面から統制しているといえよう。なお、
2004年法後においては計画当局が審問官の勧告を拒否することができ
なくなったので、勧告拒否における理由提示といった状況は生じなく
なった。
⒝ 利害調整手続や多様な利害関係者に対する裁判所の考慮
手続審査において、裁判所が事前の利害調整手続をどのように位置づ
けるかについて判断を示した判例がある。Warren v Uttlesford DC???で
は、Stansted空港の拡大に伴い、住宅提供のための新たな大規模な住宅
用地の配分が問題となった。県の基本計画において2500戸の住宅提供が
明記され、地方計画においてそれをどこに立地するかについて議論が巻
き上がった。計画草案では、１つの新たな土地に立地することとする用
地集中案にかなりの反対があり、４つのパリッシュに分ける用地分散案
が取り上げられるようになり、カウンティ・カウンシルもこれを支持し
た。原告ら用地集中案を支持して反対したが、公開審問においては口頭
??? Housebuilders Federation Ltd v Stockport MBC and Secretary of State for
 
the Environment［2000］JPL 616も同様に判示した。その他に理由提示の程度に
ついて判示した判例としてHall Aggregates(South Coast)Ltd v New Forest DC
(1996) EGCS 108、Charles Church Developments plc v Hart DC［1994］JPL
 
B133などがある。
???［1997］JPL 562(HC);［1997］EWCA Civ 1900(CA).
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での意見表明は認められず、審問官は用地分散案をとるよう勧告した。
原告らは空港関連住宅のみについて分離した審問を再度行うよう要請し
たが、ディストリクト・カウンシルは勧告受け入れ、再度の審問を行わ
ずに計画を修正して採択した。そこで、原告らが計画の取消しを求めて
提訴し、高等法院で棄却されたため、原告らが控訴した。
控訴院は、新たな審問を開かないとの決定を違法ではないとしたが、
その際に開発計画策定手続には数多くの人が関わっていることに注目し
た。多くの利害が関わるがゆえに、ある者への手続的公正さは他の者に
は不公正となり、手続的公正さと手続の迅速性の間にも衝突があるなど
とし、そうした利害調整には裁判所よりも地方計画当局が適していると
した。その上で、地方計画当局が修正への反論を考慮するために再度の
審問を開催するかの判断する際に考慮すべき事項のひとつとして、その
決定が再反論者（修正の支持者）に対して不公正であるかという点があ
り、この点を考慮せず偏った結論に至れば、その決定は取消を免れない、
とした。さらに、裁判所は新たな審問を開催するか否かの判断が手続上
公正かを判断する際に、裁判所の前にいる当事者の主張についてのみで
なく、裁判所が計画を取消す命令をすることで影響を受ける他の当事者
についても考慮に入れなければならない、ともした。手続に参加した計
画を支持する者のみでなく、一般市民の利益についても裁判所は考慮す
べきとしたのである???。
??? このWarren判決の背景には、計画草案の反対者に対して支持者の法的地位が弱
いという問題がある。反対者は公開審問において立会いと聴聞の権利（right  to
 
appear and hearing）があり、口頭での意見表明が可能であるのに対して、支持者
にはそうした権利はなく、審問官が裁量でそれを認める限りで口頭で意見表明でき
ることになっている。しかし、従来は審問官も柔軟にそれを認めてきていたが、審
問の長期化に伴って1980年代半ばからは支持者に聴聞の期間を与えなくなった。
それゆえ、審問後に反対者の主張に沿って地方計画当局が修正をする場合、当初の
計画の支持者は再度の審問がない限り、口頭で意見表明する機会がないということ
になっていた（書面での意見表明は可能）。Warren判決の原告は当初の計画案の支
持者であり、公開審問において聴聞を受ける機会がなかったので、再度の審問を要
求したのである。これについては公平性の観点から、計画案の当初の支持者にも、
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これに続くDrexfine Holding Ltd v Cherwell DC???でも、再度の審
問を行うか否かについて検討する際に検討する事項において、Warren
判決と同様に「反対者や他の当事者に対する公正性」を含めた。さらに、
再度の審問によって新たな開発計画となることの望ましさとその遅延に
ついても検討事項とされた???。
開発計画訴訟は通常、計画決定に反対する原告が計画当局を相手取っ
て行うが、計画の支持者等の主張の機会は限られている。それゆえ、利
害調整がすでに行われている場合には、裁判所は手続の公正さを考える
際には、反対者と当局に限られない裁判外の多様な当事者についても考
慮しなければならないとしたのである。期間をかけて行われる利害調整
の事前手続について裁判所が一定の配慮を示している姿がうかがえよ
う。
以上のように開発計画訴訟は、訴訟要件において原告適格を広く認め
るものの、期間制限は厳格に解釈され排除効も認められる仕組みとなっ
ており、事後的な主張を認められる余地がほとんどないものとなってい
る。また裁判所の審査においては、審問官による審問手続とその結果が
重視され、公正な審問を経て出された報告書を基にした計画の審査は限
定的なものとなり、逆に報告書からの乖離に対しては一定の義務を要求
するのが見られた。さらに、計画を取消す際には、計画手続への参加者
計画案に対して何らか寄与するであれば、聴聞等の法的資格を与えるべきであると
の主張もなされている（Crow et al.,supra note 60,p.299.;Comment on Warren
 
case,［1997］JPL 576。
なお、日本においては計画策定手続の参加に権利性はないのでこうした問題自体
が起こらないであろう。
???［1998］JPL 361;［1997］EWHC Admin 791.
??? その後、Warren判決やDrexfine判決の基準を適用して判断した判決としては
以下のものがある。Doncaster MBC v Rossington Hall Investments Ltd［1999］
EWHC Admin 810;Berridge v Doncaster MBC［1999］EWHC Admin 375;
Alfred McAlpine Homes Northumbria Ltd v Darlington BC［1998］EWHC
 
Admin 646.
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等についても考慮するというように事前手続への配慮の姿勢も見られ
た。このように開発計画訴訟は、審問官による公正な手続を含む事前手
続と役割分担をしている。
３ 審問官と計画審問局の独立性
計画争訟における利害調整者としては、法令上は主務大臣が任命する
とされているが、通常は計画審問局（Planning Inspectorate）の審問官
（inspector）が任命されることになる???。この利害調整者の位置づけにつ
いて、特に独立性の点から検討してゆく。
審問官と計画審問局の業務は、計画策定手続における審査等に関わる
もののみではなく、計画や開発に関する様々な不服申立てにおける審問
や決定に関わる広範にわたる業務が含まれる???。その業務の中で主たる
ものは、計画不許可・条件付き計画許可決定に対する審査請求における
審問、勧告・決定であり、審問官と計画審問局の独立性を論じる際には
それに関する事柄も多く含まれることには留意していただきたい。
審問官はかつて計画所管省庁（環境省など）の直属の職員であり、当
該省庁の大臣が関わる審問を扱う場合には、その地位の中立性について
疑問があった。しかし、1992年にいわゆるエージェンシーとして計画審
問局が設立され、政府とのつながりを弱まったためそうした議論は少な
くなっていった???。エージェンシーは一定の業務の執行を担い、エー
ジェンシーの長は主務大臣から一定の権限を委任され、長と大臣は枠組
み文書（Framework Document）を取り交わし、長がその文書に沿って
??? 審問官の任命については、旧法においては任命や任命における資格等について規
則で規定できるとされていたが（1990年法42条４項）、そうした規則は制定されな
かったし、指針においても示されなかった（Duxbury,supra note 59,p.71）。現行
法の下でも、法令や指針において任命については何ら規定されていない。
??? ホームページ（http://www.planning-inspectorate.gov.uk/）を参照。また、大
田直史「イギリスにおける計画上訴に関する公審問の手続法理⑴」法学論叢123巻
５号（1988年）96～118頁参照。
??? Wade and Forsyth,supra note 85,p.990.
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業務を遂行することになる???。これにより一定の独立性を獲得すること
になったが、審判所と比べると独立性・中立性の面で弱い。この点は審
判手続と審問手続の性質の違いに由来するのであろう。
審問手続は審判手続と異なり、元来は、第三者的な立場から最終的決
定を下すのではなく、大臣が最終的決定を下すための判断の基礎として
の報告を行うという機能を担ってきたものであった???。それゆえ、審判
所は司法判断を行い、審問は行政的・政治的判断の準備段階であり、準
司法的判断を行うとも言われる。これは、審判所が事実認定をし、それ
に法規範を適用することで事案を判断するのに対して、審問では法規範
を適用することのみでは解決しえない、公共政策が問題となるのであり、
その最終判断は審問官からの勧告を受けた主務大臣が自らの責任におい
て行う、という性質の違いのためである???。それゆえに、審判所とは異
なり、適度な独立性で十分であったといえよう。
しかし独立性については、1998年人権法との関連で大いに問題となっ
た。人権法はヨーロッパ人権条約を国内法化するものであり、人権条約
上の権利の侵害等について国内裁判所での救済の途を開くものであ
る???。審問官の独立性は、人権条約６条の「独立かつ公平な裁判所（in-
dependent and impartial tribunal）によって公正かつ公開の審理（fair
 
and public hearing）を受ける権利」との関係で問題となっていた。まず、
??? 戒能通厚編『現代イギリス法事典』（新世社、2003年）194頁（榊原秀訓執筆）。
なお、現行の枠組み文書は1998年に取り決められた古いものであり、現在修正に当
たっているところである。
??? R.E.Wraith and G.B.Lamb,Public Inquiries as an Instrument of Govern-
ment,Allen & Unwin,1971,p.13.
??? Wade and Forsyth,supra note 85,p.990.しかし現在では、審査請求のほとんど
について審問官が決定を下しており、地方計画の策定においても拘束的な報告書を
出すことができるようになり、最終的責任を担保する主務大臣は重要な場合などに
ついてのみ介入して自ら判断するというようになっている。
??? 江島晶子『人権保障の新局面：ヨーロッパ人権条約とイギリス憲法の共生』（日本
評論社、2002年）参照。
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審査請求において審問官が決定を下す際に、審問官の独立性がヨーロッ
パ人権裁判所において争われた???。その後、国内裁判所において、主務
大臣が介入権限を行使して審査請求の決定を自ら行った事案において、
主務大臣が独立した裁判所と言い得るかが問題となった???。いずれにお
いても審問制度に人権条約６条違反はないとされたが、審問官の独立性
について言えば、通常の審査請求の審理・決定においては独立している
が、主務大臣がいかなるときにでも介入して決定権限を自ら行使するこ
とができることの一事をもって、審問官は独立性を欠くとされた???。
その後、本稿の主題である地方当局による計画の採択についても人権
条約６条の観点から問題とされた。審問を経た後の地方計画の採択にお
いて、地方計画当局が「独立かつ公平な裁判所」ではないとの主張がな
された事件がある???。この事案において、Ouseley裁判官は、地方計画の
採択は人権法の適用対象となる民事上の権利の決定に至るものではない
（人権条約６条）として、訴えを退けた。さらに、たとえ本件が６条の問
題に関わるとしても、Alconbury判決において検討された手続との比較
においても、６条に適合している、とした。こうして、計画策定手続も
人権条約６条との関係では、特に問題を生じるものではないとされ、こ
れは2004年法による改正後であっても変わらないものであろう。
このように人権法との関係では審問官の独立性の問題は解決したが、
そこでの議論の延長として、独立性を含む組織・監督体制について２つ
の報告書が出された。2000年に、国会（庶民院）の特別委員会による報
??? Bryan v UK (1995)21 EHRR 342.
??? R (on the application of Alconbury Developments Ltd.)v Secretary of State
 
for the Environment,Transport and the Regions［2001］2 All ER 929.
??? (1995)21 EHRR 358-9.但し、その決定が「完全な管轄権」をもつ独立かつ公正
な高等法院で審査されることになるので、独立性の欠如は治癒されるとされた。拙
著「1998年人権法のイギリス都市計画制度へのインパクト」早稲田政治公法研究72
号（2003年）226-30頁。
??? Bovis Homes Ltd v New Forest DC［2002］EWHC 483.
?
）
一
一
三
一
一
三
札
幌
学
院
法
学
（
二
五
巻
一
号
）
告書???(以下、「庶民院報告書」とする）と当時の所管省庁であった環境・
交通・地域省による報告書???(以下、「環境省報告書」とする）が立て続
けに発表された。これには、先の人権法に絡む判例とともに、Andrew
 
Leggattによる審判所制度についての見直しも影響している???。これら
の報告書の結果としては、抜本的な審判所改革とは異なり、計画審問に
ついては環境裁判所構想???などもあったが現状維持とし、運用における
変更にとどまった???。
組織としての独立性については、環境省報告書の作成において、より
一層の独立性を求めて、都市計画分野を所管する（当時の）環境・交通・
地域省とウェールズ議会からの分離を求める意見が各種団体や企業など
幅広い層から提出された。環境裁判所への組織再編や大法官府への移管
などのオプションも検討されたが、同報告書では、分離することで利用
者にはメリットがないとして、それらの意見は退けられた???。
以上のように、審問官の独立性については度々問題とされてきたが、
??? House of Commons Select Committee on Environment, Transport and
 
Regional Affairs, Thirteenth Report: The Planning Inspectorate and Public
 
Inquiries,2000.計画審問局の組織、審問の運営、不服処理など現状の組織の改善点
を主題としている。
??? Department of the Environment,Transport and the Regions,Review of the
 
Planning Inspectorate Executive Agency, 2000.独立機関、民営化、統合などの計
画審問局の組織改革のオプションを検討している。
??? Report of the Review of Tribunals by Sir Andrew Leggatt,Tribunals for
 
Users:One System,One Service,2001,http://www.tribunals-review.org.uk.詳細
については、榊原秀訓「ブレア政権の審判所改革」南山法学36巻１・２号（2007年）
133-162頁参照。
??? Malcolm Grant,Environmental Court Project: Final Report,Department of
 
the Environment,Transport and the Regions,2000.
??? これは消極的な意味での改革の断念というよりも、計画審問への満足度が比較的
高く、PIの組織や運営に問題があるとみなされたため、制度改革ではなく運用にお
ける変更で十分であるという意味で、積極的な意味で制度改革をしなかったと見る
べきであろう。See also,Cullingworth and Nadin,supra note 27,p.49.
??? Department of the Environment,supra note 129,para.3.14.;See also,Wraith
 
and Lamb,supra note 121,p.184.
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審判所との性質の違いなどもあり厳格な独立性を追及するのではなく、
適度な独立性という形をあえて採っている。そしてこれを、利用者満足
度からの信頼性といったプラグマティックな要素と、監督監視体制に
よって補うという形が採られているのである。
信頼性については、庶民院報告書においても、スタッフの訓練に裏打
ちされた質の高い決定が評価されている???。フランクス委員会の時点に
おいても、審問官の能力が評価され信頼を得ているとされていた。また
計画審問局は、毎年度利用者（審査請求人のみでなく、第三者や地方計
画当局も含む）の満足度調査を行っており、８割程度の利用者が満足で
あったというデータが出されている。満足度は、決定の質や手続の適正
さのみでなく、決定の迅速さが重要な判断要素となっているので、高い
満足度が多面的な要素から成り立っている点には注意が必要であるが、
少なくとも信頼度を示す一つの指標であろう???。
さらに監督監視体制としては、計画審問局に対する不服処理のための
組織が設けられている。それは計画審問局の水準に関する諮問委員会
（Advisory Panel on Standards for the Planning Inspectorate）であ
り、計画審問局の業務についての不服を受け付けるとともに、専門水準
の維持や向上について主務大臣等に勧告を行っている。また行政的正
義・審判所評議会（Administrative Justice&Tribunals Council)???は、
不服処理を行うわけではないが、審判所と審問の手続について政府に勧
告を行っている。このように、計画審問局の業務・組織、審査手続につ
いて監視監督する機関が用意されている???。
??? House of Commons,supra note 128,para.5-.
??? Planning Inspectorate,Customer Satisfaction Survey 2007,2008.2004年法の
新たな開発計画策定手続における審問官の役割についても、議論や証拠提出の時間
が十分であった点など手続の進め方に対する満足度は高い。
??? 審判所改革に伴い、それまでの審判所評議会（Council on Tribunals）が再編さ
れた組織である。
??? 計画分野に限られないが、地方当局の過誤行政（maladministration）については
Local Commissionerに対して、政府省庁の過誤行政についてはParliamentary
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以上のように、審問手続においては、審判所との性質の違いもあり、
厳格な独立性がとられてはいない。しかし、実利的な利用者の満足度や
監督監視機関の設置がそれを補うものとしてあるといえよう。
おわりに
まとめとして、イギリスの制度について計画争訟の論点の観点から整
理しておくことにしよう。
第一に、手続の充実化とその手続を経た判断への敬譲という特徴があ
る。手続の充実化という点では、早期の関与とそれに伴う中間団体の利
用が制度に組み込まれている。また住民に関与の方針が事前に明示され
たり、反対者に立会って聴聞を受ける権利が与えられる点も、手続の充
実化を図るものである???。
充実した手続を経た結果としての審問官の報告書や採択された計画に
対しては、裁判所はその判断を尊重しているのが見られた。実体的審査
においては、取消請求が認められるためのハードルが高いものになって
いる。また手続的審査においても、利害調整の結果としての審問官の報
告書を重視している点も見られた。さらに裁判所は、再度の審問の判例
において、策定手続に多くの人々が関わっていることから、裁判外の関
係当事者についても考慮をすべきとしたが、この点も策定手続で利害調
整を経て採択された計画に対して裁判所が敬譲を示しているとも言えよ
Commission for Administrationに対して、過誤により被害を受けた者は不服を申
し立てて、調査を求めることができるオンブズマン制度がある。審問官の過誤につ
いては後者に申し立てることができる。Duxbury,supra note 59,p.415.;Wade and
 
Forsyth,supra note 85,p.991.;戒能前掲書注120・168頁（元山健執筆）。
??? 日本においても都市形成における市民の位置づけを手続的権利の観点から構成
しなおすべきとの主張がある（大浜啓吉「法の支配と国家高権」堤口康博・大浜啓
吉編『現代日本社会の現状分析』（敬文堂、1997年）239-278頁、大田直史「まちづ
くりと住民参加」芝池前掲書注６・161-4頁）。また、日本における早期の参加の実
践に触れるものとして、西田幸介「計画策定手続と参加」芝池前掲書注６・177-８
頁。
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う。
日本において策定手続の充実化は度々主張されるが、それは裁判所に
よる計画の審査との関係も視野に入れて考慮されなければならないであ
ろう。つまり、手続において利害調整が十分になされるのであれば、利
害調整の場としては適切ではない裁判所はその結果をより尊重すべきと
いうことになりうるのである。
第二に、計画を争う訴訟の訴訟要件や判決の効力については次のよう
である。まず訴訟要件としては、原告適格のみでなく参加人の参加につ
いても比較的柔軟に認める傾向にある。それに対して、６週間とかなり
短く、期間制限の例外もほとんど認められていない。これについては手
続が充実していることの裏面として、計画の早期確定という要請が働く
ことも一つの要因であろう。
出訴期間経過後の訴訟とともに、排除効のもう一つの側面である後行
の決定の訴訟における都市計画の違法性の主張についても、認められて
いない。これは詳述したように基本的にゾーニング制をとっていない事
などのイギリスの特有の制度からの帰結であるので、日本においても同
様の制度設計が妥当であるとするのは早計である。
第三に、利害調整機関の位置づけとして、その審査範囲と独立性につ
いて触れておこう。
審問官による審査は計画策定手続に組み込まれていることもあり、計
画内容にまで踏み込んで、計画が証拠によって正当化できるか、効果的
かといった観点から審査が行われる。それは代替案との比較、達成可能
性、柔軟性といった裁判所による合理性の審査では審査できない事柄に
まで及ぶ。但し、次の点は留意すべきであろう。この審査は行政手続に
組み込まれているので審査基準は主務大臣によって示されているが、日
本のように裁決機関として設けられた場合には、独立した裁決機関が審
査基準を自ら探ることになろう。その際に、違法性に加え妥当性（当・
不当）について審査することもできることは当然である。また、都市計
画の計画内容については一定程度は当該地域の政策判断が関わってくる
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ので、日本の議論における裁決主義を取ったとしても、裁決機関が政策
判断の中身について厳格に審査することは民主的正統性の観点から疑義
が生ずることになる???。審問官の独立審査においても、計画当局の政策
判断を自らの判断で代置することまでは認められない。
独立性については、イギリスでは歴史的伝統もあり審判所のような厳
格な独立性はあえて取られていない。また、審判所と異なり裁判手続に
接近するのではなく、より審問官の職権的色合いを濃くしている（この
背景には迅速化の要請があるが）。しかし、形式的には独立性に問題があ
るが、信頼や満足度によって実質的には独立した判断が行われるよう担
保している。日本においては、都市計画分野における行政による利害調
整・紛争処理機関としては建築審査会や開発審査会があり、計画策定に
おける専門機関としては都市計画審議会がある。これらはいずれも地方
公共団体に置かれるが、独立した学識経験者による合議体という形で独
立性・中立性を保った形式になっている。しかし従来から紛争処理機関
については、委員の中立性の問題や、紛争処理機関の事務局の非独立性
といった問題があり、十分に独立して中立的な判断を下せているのか疑
問が呈されてきた???。形式的には独立しているが、実質的には独立した
判断に疑問が付されているといえよう。
計画争訟において新たな第三者機関を構想する場合に、形式的・実質
的な独立性・中立性をどの程度のものとするか、一つの争点となろう。
審判所のように中立的な裁断機関を構想するのか、その際にイギリスの
ように裁断機関を中央政府の下に置くのか（地方の意思決定機関からの
??? イギリスの行政裁量について「政策」との関係で検討したものとして、次の論説
がある。深澤龍一郎「裁量基準の法的性質と行政裁量の存在意義⑴」民商法雑誌127
巻６号（2003）775-813頁、同「裁量基準の法的性質と行政裁量の存在意義（２・完）」
民商法雑誌128巻１号（2003）1-42頁。
??? 例えば、橋本公亘「建築審査会論（上）」ジュリスト776号（1982年）56-62頁、
寺田武彦「開発審査における不服審査の実務と問題点」自由と正義45巻６号（1994
年）49-54頁。
?
）
一
一
八
一
一
八
都
市
計
画
争
訟
に
関
す
る
一
考
察
（
洞
澤
秀
雄
）
独立のため）、それとも利害調整の場として厳格な独立性を求めないとい
うこともありえよう。
以上のように、日本の都市計画争訟制度の議論に即してイギリスの制
度を検討してきた。イギリスにおいては歴史的伝統の色濃く残る部分と
ともに、度々続く迅速化の要求といった要因ゆえに、独特の制度設計と
運用がなされている面がある。しかし、事前手続と裁判手続との役割分
担を制度的に考察してゆく際に、一つの実践として今後の日本の議論の
糧になることを期待する。
※本稿の執筆に際しては、計画審問局（ウェールズ）の局長 John Davis
氏、計画審問局（イングランド）のMark Newey氏、ウェールズ議会
政府の計画部局のLee Armitage氏から計画争訟の実務についてご教
授を賜った。ここに御礼を記すこととする。
※本稿は、2006年（平成18）年度研究促進奨励金（個人研究・SGU-S06-
203133-19）を受けた研究成果である。
（2008年10月18日脱稿)
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